
令和５年度(２０２３年度)

真庭市当初予算概要説明書

当初予算について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P 3

一般会計予算・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P 4

特別会計予算・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P 9

公営企業会計予算・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P11

当初予算会計別集計表・・・・・・・・・・・・・・・・・P13

一般会計歳入の状況・・・・・・・・・・・・・・・・・P14

一般会計歳出の状況・・・・・・・・・・・・・・・・・P15

主要事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P16

当初予算債務負担行為・・・・・・・・・・・・・・・・・P22

地方消費税交付金(社会保障財源化分)が充てられる

社会保障施策に要する経費・・・・・・・・・・・・・・・P23

真 庭 市



-2-



令和５年度真庭市当初予算について

・当初予算編成の考え方

令和５年度当初予算は、急激な少子化や人口減少の中にあっても、子ども

を安心して産み育て、将来世代が希望を持つことができるよう子育て支援策

を最重点プロジェクトとして位置づけるとともに、物価高騰対策やウィズコ

ロナの新たな段階への移行など、社会経済情勢の変化に的確に対応しつつ、

一人ひとりのライフスタイルを尊重しながら、未来を展望した「共生社会真

庭」の実現を目指すための予算として編成しました。

その観点から、市政推進の５本柱である「安全・安心で魅力的な地域づく

り」、「力強い循環型の地域経済づくり」、「持続可能な真庭の環境づくり」、「夢

ある子育て、ひとづくりと豊かな文化づくり」及び｢行政・地域経営の推進

（ｄＸ）」に重点を置き、真庭市の地域価値を高め、永続的発展を目指して取

り組みを進めていきます。

一方、今後も市税収入の減少傾向が続く中、一般財源の確保が困難な状況

に加え、高齢化に伴う社会保障関係費の増加、燃料光熱費の急増等により、

今後の財政運営は一層厳しさを増すものと見込んでいます。

このことから、今後も国・県支出金や民間資金の活用等、あらゆる歳入確

保策を講じるとともに、持続可能で健全な財政運営を行っていく必要があり

ます。

・全会計予算規模

一般会計及び 8の特別会計、3の企業会計の全会計を合わせた令和 5年度

当初予算の規模は、545 億 4,183 万 5 千円で、前年度比 19 億 9,044 万 8 千円、

3.8％の増となっています。

一般会計当初予算額 34,286,000 千円

特別会計当初予算額 12,575,446 千円

企業会計当初予算額 7,680,389 千円

合計 54,541,835 千円

全会計予算規模（総額 545 億円）

一般会計
343億円

特別会計
125億円

企業会計
77億円
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1 令和 5 年度真庭市一般会計予算

(1) 予算規模

令和5年度の一般会計の予算額は、342億8,600万円で、前年度比19億3,000

万円、6.0％の増と、市政施行以来最大の予算額となりました。

主な要因は、バイオ液肥濃縮施設整備事業をはじめ、公共施設照明ＬＥＤ

化、ＥＶまにわ構想等の脱炭素先行地域事業、認定こども園等整備費補助事

業など、未来を見据えた積極的な投資によるものです。

(2) 歳入

歳入予算の特徴としては、市税では、新築家屋及び償却資産の増による固

定資産税の増加等により、前年度比 9,057 万 1 千円、1.8％増の 51 億 5,630

万 7 千円を計上しています。

国庫支出金では、地域脱炭素移行・再エネ推進交付金及び就学前教育・保

育施設整備交付金の増等により、前年度比 3億 4,606 万 7 千円、11.3％増の

33 億 9,710 万 7 千円を計上しています。

繰入金では、ふるさと納税寄附者の意向を反映した事業に充てるためのふ

るさと真庭応援基金繰入金 2億 4,898 万 9 千円、森林環境譲与税を原資とし

た森林林業・木材産業活性化基金繰入金 2億 486 万 7 千円、公共施設の長寿

命化事業や未利用施設の解体事業等に充てるための公共施設整備等基金繰入

金 3億 3,614 万 2 千円、子育て・教育等の人づくりを応援する未来を担う人

応援基金繰入金 5,757 万 8 千円を計上しています。

また、一般財源不足を補うため、財政調整基金繰入金 12 億 6,070 万 7 千円

を計上し、繰入金総額では、前年度比7億 5,120 万 2千円、49.6％増の22億

6,662 万 6千円を計上しています。

一般会計当初予算額推移
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市債では、バイオ液肥濃縮施設整備事業の増等に伴う過疎対策事業債の増等

により、前年度比3億 8,890 万円、9.0％増の47億 560万円を計上しています。

歳入割合の推移（億円）

歳入の構成割合
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(3) 歳出

ア 目的別

歳出の目的別の主なものは、総務費では、振興局の照明をＬＥＤ化する庁

舎等ＬＥＤ化事業及びキャッシュレス・市民ポイント推進事業の増等により、

前年度比 5億 7,382 万 8 千円、16.2％増の 41 億 1,374 万 3 千円を計上してい

ます。

民生費では、認定こども園等整備費補助事業の増等により、前年度比 3億

9,314 万 9 千円、5.0％増の 81 億 8,710 万円を計上しています。

農林水産業費では、バイオ液肥濃縮施設整備事業の増等により、前年度比

11 億 3,695 万 4 千円、62.0％増の 29 億 6,989 万 5 千円を計上しています。

商工費では、蒜山サテライトオフィス整備事業の減等により、前年度比 4

億 9,648 万 7 千円、42.9％減の 6億 6,025 万 1 千円を計上しています。

教育費では、小学校施設整備事業の増等により、前年度比 3億 4,804 万 3

千円、9.7％増の 39 億 4,584 万 2 千円を計上しています。

歳出目的別予算割合の推移（億円）
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イ 性質別

歳出の性質別の主なものは、義務的経費では、人件費が人事院勧告に伴う

任期付職員の給与費増等により、前年度比714万6千円、0.1％増の68億6,026

万 7 千円を計上しています。公債費では、長期債償還元金の減等により、前

年度比 9,505 万 4 千円、2.1％減の 44 億 3,390 万 8 千円を計上しています。

義務的経費総額では、前年度比 9,345 万 7 千円、0.6％減の 142 億 8,517 万 6

千円を計上しています。

消費的経費では、物件費が生ごみ資源化地域産業事業、老朽化施設の除却

事業及び燃料光熱費の増等により、前年度比 6億 1,614 万 1 千円、11.7％増

の 58 億 9,510 万 6 千円を計上しています。消費的経費総額では、前年度比 7

億 8,559 万 6 千円、7.5％増の 112 億 2,012 万 4 千円を計上しています。

投資的経費では、普通建設事業費がバイオ液肥濃縮施設整備事業、振興局

や小・中学校施設照明のＬＥＤ化事業及び川上小学校予防改修事業の増等に

より、前年度比 13 億 7,877 万 7 千円、30.1％増の 59 億 5,524 万 9 千円を計

上しています。投資的経費総額では、前年度比 13 億 3,795 万 8 千円、29.0％

増の 59 億 5,824 万 9 千円を計上しています。

歳出（目的別）の構成割合
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歳出性質別予算割合の推移（億円）

歳出（性質別）の構成割合
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2 令和 5 年度真庭市国民健康保険特別会計予算

歳入の主なものは、国民健康保険税 8億 92 万円、県支出金 37 億 2,453 万

1 千円、一般会計繰入金 4億 1,868 万 2 千円、繰越金 1,000 万円、諸収入 1,343

万円を計上しています。

歳出の主なものは、総務費 9,352 万 9 千円、保険給付費 36 億 8,503 万 2

千円、国民健康保険事業費納付金 11 億 5,999 万 5 千円、保健事業費 5,563

万 5 千円、諸支出金 940 万円、予備費 1,000 万円を計上しています。

これらにより、歳入歳出予算の総額は、それぞれ 50 億 1,488 万 7 千円とな

り、前年度比 1億 7,115 万 6 千円、3.3％の減となっています。これは、主に

歳入は県支出金、歳出は保険給付費の減によるものです。

3 令和 5 年度真庭市後期高齢者医療特別会計予算

歳入の主なものは、後期高齢者医療保険料 5億 1,346 万 5 千円、一般会計

繰入金 2億 5,248 万 3 千円、諸収入 2,992 万 4 千円を計上しています。

歳出の主なものは、総務費 7,523 万 5 千円、後期高齢者医療広域連合納付

金 7億 1,969 万円を計上しています。

これらにより、歳入歳出予算の総額は、それぞれ 7億 9,593 万 5 千円とな

り、前年度比 3,373 万 2 千円、4.1％の減となっています。これは、主に歳入

は後期高齢者医療保険料、歳出は広域連合納付金の減によるものです。

4 令和 5 年度真庭市介護保険特別会計予算

歳入の主なものは、保険料 11 億 2,706 万 4 千円、国庫支出金 16 億 8,732

万 4 千円、支払基金交付金 16 億 5,751 万 4 千円、県支出金 9億 702 万 4 千円、

一般会計繰入金 10 億 1,644 万 5 千円を計上しています。

歳出の主なものは、総務費 1 億 7,156 万 5 千円、保険給付費 59 億 5,590

万 7 千円、地域支援事業費 3億 452 万 8 千円を計上しています。

これらにより、歳入歳出予算の総額は、それぞれ 65 億 880 万 7 千円となり、

前年度比 1億 3,896 万 5 千円、2.2％の増となっています。これは、主に保険

給付費の増によるものです。

5 令和 5 年度真庭市介護保険特別会計(介護サービス事業勘定)予算

歳入の主なものは、サービス収入 2,139 万円、一般会計繰入金 509 万円、

介護保険特別会計繰入金 2,545 万 8 千円を計上しています。

歳出は、居宅介護支援事業人件費 4,683 万 9 千円、居宅介護支援事業費 609

万 9 千円を計上しています。

これらにより、歳入歳出予算の総額は、それぞれ 5,293 万 8 千円となり、

前年度比 204 万 9 千円、4.0%の増となっています。
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6 令和 5 年度真庭市浄化槽事業特別会計予算

歳入の主なものは、使用料及び手数料 300 万 9 千円、一般会計繰入金 4,476

万 9 千円を計上しています。

歳出の主なものは、総務管理費 1,865 万円、公債費 3,002 万 9 千円を計上し

ています。

これらにより、歳入歳出予算の総額は、それぞれ 4,877 万 9 千円となり、前

年度比 661 万 1 千円、11.9％の減となっています。これは、平成 29 年度より市

設置浄化槽の個人への譲渡が始まり、令和 6年度の譲渡完了まで市の管理する

浄化槽が毎年減ることによるものです。

7 令和 5 年度真庭市津黒高原観光事業特別会計予算

歳入の主なものは、一般会計繰入金 2,884 万 1 千円を計上しています。

歳出の主なものは、津黒高原荘等経常管理費 1,881 万 7 千円、津黒高原荘

等改修事業 803 万円を計上しています。

これらにより、歳入歳出予算の総額は、それぞれ 2,894 万 1 千円となり、

前年度比 460 万 6 千円、13.7％の減となっています。これは、主に津黒高原

荘等改修事業の減によるものです。

8 令和 5 年度真庭市クリエイト菅谷事業特別会計予算

歳入では、一般会計繰入金 888 万 6 千円を計上しています。

歳出では、クリエイト菅谷経常管理費 680 万 7 千円、クリエイト菅谷改修

事業 207 万 9 千円を計上しています。

これらにより、歳入歳出予算の総額は、それぞれ 888 万 6 千円となり、前

年度比 1,180 万 2 千円、57.0%の減となっています。

これは、主にクリエイト菅谷改修事業の減によるものです。

9 令和 5 年度真庭市温泉事業特別会計予算

歳入の主なものは、配湯使用料等 8,992 万 8 千円、一般会計繰入金 1,902

万 4 千円、事業収入 207 万 9 千円を計上しています。

歳出の主なものは、一般管理費 4,879 万 7 千円、足温泉管理費 2,222 万 9

千円、湯本温泉館費 4,239 万 6 千円、温泉加工施設費 185 万 1 千円を計上し

ています。

これらにより、歳入歳出予算の総額は、それぞれ 1億 1,627 万 3 千円とな

り、前年度比 490 万 1 千円、4.4％の増となっています。これは、主にエネル

ギー価格高騰に伴う光熱費の増によるものです。
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10 令和 5年度真庭市水道事業会計予算

(1) 「収益的収入及び支出」

ア 収益的収入では、営業収益8億9,277万9千円、営業外収益4億2,205

万5千円、特別利益2千円を計上し、水道事業収益の総額は、13億1,483

万 6 千円となっています。

イ 収益的支出では、営業費用 11 億 1,677 万 9 千円、営業外費用 1 億

3,139 万 9 千円、特別損失 260 万円、予備費 1,500 万円を計上し、水

道事業費用の総額は、12 億 6,577 万 8 千円となっています。

(2) 「資本的収入及び支出」

ア 資本的収入では、企業債 1億 5,100 万円、負担金 2億 9,312 万 9 千

円、他会計補助金 3,304 万 6 千円を計上し、資本的収入の総額は 4億

7,717 万 5 千円となっています。

イ 資本的支出では、建設改良費 3億 1,768 万 5 千円、企業債償還金 7

億 3,220 万 2 千円、基金積立金 1千円を計上し、資本的支出の総額は、

10 億 4,988 万 8 千円となっています。建設改良費の主なものは、老朽

管改良工事です。

なお、資本的収入額が、資本的支出額に対して不足する額 5億 7,271

万 3 千円は、損益勘定留保資金、消費税及び地方消費税資本的収支調

整額、減債積立金及び建設改良積立金で補てんしています。

11 令和 5年度真庭市下水道事業会計予算

(1) 「収益的収入及び支出」

ア 収益的収入では、営業収益 3 億 7,184 万 1 千円、営業外収益 14 億

1,434 万 9 千円を計上し、下水道事業収益の総額は、17 億 8,619 万円

となっています。

イ 収益的支出では、営業費用 16 億 5,504 万 5 千円、営業外費用 1 億

3,074 万 5 千円、特別損失 30 万円、予備費 10 万円を計上し、下水道

事業費用の総額は、17 億 8,619 万円となっています。

(2) 「資本的収入及び支出」

ア 資本的収入では、企業債 3億 6,100 万円、出資金 2,450 万 8 千円、

補助金 5億 4,327 万 3 千円、負担金及び分担金 2億 3,734 万 2 千円、

基金繰入金 4,000 万円を計上し、資本的収入の総額は、12 億 612 万 3

千円となっています。

イ 資本的支出では、建設改良費 7億 8,354 万 8 千円、企業債償還金 9

億 5,070 万 1 千円を計上し、資本的支出の総額は、17 億 3,424 万 9 千

円となっています。建設改良費の主なものは、公共下水道久世・落合

地区の管渠工事及び蒜山第 2浄化センター改築更新工事です。
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なお、資本的収入額が、資本的支出額に対して不足する額 5億 2,812

万 6 千円は、損益勘定留保資金で補てんしています。

12 令和 5年度真庭市国民健康保険湯原温泉病院事業会計予算

(1) 「収益的収入及び支出」

ア 収益的収入のうち病院事業収益の主なものは、医業収益 10 億 7,324

万 1 千円、通所・訪問リハビリテーション収益 4,000 万円、訪問看護

ステーション収益 2,800 万円、居宅介護支援事業収益 600 万円を計上

しています。

医業外収益では、県補助金 6,348 万 1 千円、他会計補助金 3億 1,387

万円、その他医業外収益 590 万円、長期前受金戻入 2,874 万 1 千円、

雑収入ほかで 465 万円とし、医業外収益総額で 4億 1,664 万 2 千円を

計上し、病院事業収益の総額は、15 億 6,388 万 3 千円となっています。

イ 収益的支出のうち病院事業費用の主なものは、医業費用 14 億 1,255

万 2 千円、通所・訪問リハビリテーション費用 4,336 万 6 千円、訪問

看護ステーション費用 2,806 万 1 千円、居宅介護支援事業費用 953 万

7 千円を計上しています。

医業外費用では、企業債利息 1,762 万 3 千円、雑支出 4,310 万円、

患者外給食材料費ほかで 764 万 4 千円を計上し、医業外費用総額は、

6,836 万 7 千円となっています。

また、予備費に200万円を計上し、病院事業費用の総額は、15億6,388

万 3 千円となっています。

(2) 「資本的収入及び支出」

ア 資本的収入では、出資金 7,336 万 4 千円、企業債 6,580 万円、補助

金 9,026 万 6 千円を計上し、資本的収入の総額は、2億 2,943 万円と

なっています。

イ 資本的支出では、資産購入費で医療機器等の購入費 3,025 万円、施

設整備費 1億 3,539 万 9 千円、企業債償還金 1億 1,475 万 2 千円を計

上し、資本的支出の総額は、2億 8,040 万 1 千円となっています。

なお、資本的収入額が、資本的支出額に対して不足する額 5,097 万

1 千円は、過年度分損益勘定留保資金で補てんしています。
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令和５年度当初予算　会計別集計表

会　　計　　名
令和５年度
予算額

令和４年度
予算額

比較 増減比

一　般　会　計 34,286,000 32,356,000 1,930,000 6.0

国民健康保険特別会計 5,014,887 5,186,043 △ 171,156 △ 3.3

後期高齢者医療特別会計 795,935 829,667 △ 33,732 △ 4.1

介護保険特別会計 6,508,807 6,369,842 138,965 2.2

介護保険特別会計
(介護サ－ビス事業勘定)

52,938 50,889 2,049 4.0

浄化槽事業特別会計 48,779 55,390 △ 6,611 △ 11.9

津黒高原観光事業特別会計 28,941 33,547 △ 4,606 △ 13.7

クリエイト菅谷事業特別会計 8,886 20,688 △ 11,802 △ 57.0

温泉事業特別会計 116,273 111,372 4,901 4.4

特別会計合計 12,575,446 12,657,438 △ 81,992 △ 0.6

水道事業会計 2,315,666 2,305,201 10,465 0.5

下水道事業会計 3,520,439 3,575,290 △ 54,851 △ 1.5

国民健康保険湯原温泉
病院事業会計

1,844,284 1,657,458 186,826 11.3

公営企業会計合計 7,680,389 7,537,949 142,440 1.9

合　　　　　　計 54,541,835 52,551,387 1,990,448 3.8

　　　（単位：千円,％）
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令和５年度　一般会計歳入の状況
（単位：千円,％）

令和５年度
予算額

構成比
令和４年度
予算額

増減額 増減率

9,064,790 26.4 8,157,793 906,997 11.1

市税 5,156,307 15.0 5,065,736 90,571 1.8

分担金及び負担金 188,862 0.6 187,247 1,615 0.9

使用料及び手数料 304,083 0.9 324,308 △ 20,225 △ 6.2

財産収入 229,507 0.7 187,780 41,727 22.2

寄附金 291,047 0.8 260,944 30,103 11.5

繰入金 2,266,626 6.6 1,515,424 751,202 49.6

繰越金 200,000 0.6 200,000 0 0.0

諸収入 428,358 1.2 416,354 12,004 2.9

25,221,210 73.6 24,198,207 1,023,003 4.2

地方譲与税 402,628 1.2 414,978 △ 12,350 △ 3.0

利子割交付金 1,800 0.0 3,500 △ 1,700 △ 48.6

配当割交付金 33,900 0.1 22,600 11,300 50.0

株式等譲渡所得割交付金 23,300 0.1 32,100 △ 8,800 △ 27.4

法人事業税交付金 98,500 0.3 83,900 14,600 17.4

地方消費税交付金 1,086,300 3.2 954,400 131,900 13.8

ゴルフ場利用税交付金 23,100 0.1 23,500 △ 400 △ 1.7

環境性能割交付金 24,900 0.1 24,000 900 3.8

地方特例交付金 29,555 0.1 21,600 7,955 36.8

地方交付税 13,766,000 40.2 13,679,000 87,000 0.6

交通安全対策特別交付金 3,100 0.0 3,600 △ 500 △ 13.9

国庫支出金 3,397,107 9.9 3,051,040 346,067 11.3

県支出金 1,625,420 4.7 1,567,289 58,131 3.7

市債 4,705,600 13.7 4,316,700 388,900 9.0

34,286,000 100.0 32,356,000 1,930,000 6.0

【一般・特定財源区分】 （単位：千円,％）

令和５年度
予算額

構成比
令和４年度
予算額

増減額 増減率

22,310,097 65.1 22,195,614 114,483 0.5

市税 5,156,307 15.0 5,065,736 90,571 1.8

地方譲与税 402,628 1.2 414,978 △ 12,350 △ 3.0

利子割交付金 1,800 0.0 3,500 △ 1,700 △ 48.6

配当割交付金 33,900 0.1 22,600 11,300 50.0

株式等譲渡所得割交付金 23,300 0.1 32,100 △ 8,800 △ 27.4

法人事業税交付金 98,500 0.3 83,900 14,600 17.4

地方消費税交付金 1,086,300 3.2 954,400 131,900 13.8

ゴルフ場利用税交付金 23,100 0.1 23,500 △ 400 △ 1.7

環境性能割交付金 24,900 0.1 24,000 900 3.8

地方特例交付金 29,555 0.1 21,600 7,955 36.8

地方交付税 13,766,000 40.2 13,679,000 87,000 0.6

交通安全対策特別交付金 3,100 0.0 3,600 △ 500 △ 13.9
繰入金（財政調整基金･特別会計） 1,260,707 3.7 917,700 343,007 37.4

繰越金 200,000 0.6 200,000 0 0.0

市債（臨時財政対策債） 200,000 0.6 749,000 △ 549,000 △ 73.3

11,975,903 34.9 10,160,386 1,815,517 17.9

分担金及び負担金 188,862 0.6 187,247 1,615 0.9

使用料及び手数料 304,083 0.9 324,308 △ 20,225 △ 6.2

財産収入 229,507 0.7 187,780 41,727 22.2

寄附金 291,047 0.8 260,944 30,103 11.5

国庫支出金 3,397,107 9.9 3,051,040 346,067 11.3

県支出金 1,625,420 4.7 1,567,289 58,131 3.7

繰入金 1,005,919 2.9 597,724 408,195 68.3

諸収入 428,358 1.2 416,354 12,004 2.9

市債 4,505,600 13.1 3,567,700 937,900 26.3

34,286,000 100.0 32,356,000 1,930,000 6.0

【自主・依存財源区分】

区         分

自主財源

依存財源

合　　　　　計

区         分

一般財源

特定財源

合　　　　　計
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令和５年度　一般会計歳出の状況

【目的別】 （単位：千円,％）
令和５年度
予算額

構成比
令和４年度

予算額
増減額 増減率

235,730 0.7 247,538 △ 11,808 △ 4.8

4,113,743 12.0 3,539,915 573,828 16.2

8,187,100 23.9 7,793,951 393,149 5.0

4,552,745 13.3 4,345,339 207,406 4.8

0 0.0 0 0 －

2,969,895 8.7 1,832,941 1,136,954 62.0

660,251 1.9 1,156,738 △ 496,487 △ 42.9

2,845,669 8.3 2,704,389 141,280 5.2

1,331,526 3.9 1,507,528 △ 176,002 △ 11.7

3,945,842 11.5 3,597,799 348,043 9.7

3,000 0.0 43,819 △ 40,819 △ 93.2

4,433,908 12.9 4,528,962 △ 95,054 △ 2.1

806,591 2.4 757,081 49,510 6.5

200,000 0.6 300,000 △ 100,000 △ 33.3

34,286,000 100.0 32,356,000 1,930,000 6.0

（単位：千円,％）
令和５年度
予算額

構成比
令和４年度

予算額
増減額 増減率

14,285,176 41.7 14,378,633 △ 93,457 △ 0.6

人件費 6,860,267 20.0 6,853,121 7,146 0.1

扶助費 2,991,001 8.7 2,996,550 △ 5,549 △ 0.2

公債費 4,433,908 12.9 4,528,962 △ 95,054 △ 2.1

11,220,124 32.7 10,434,528 785,596 7.5

物件費 5,895,106 17.2 5,278,965 616,141 11.7

維持補修費 600,208 1.8 599,005 1,203 0.2

補助費等 4,724,810 13.8 4,556,558 168,252 3.7

5,958,249 17.4 4,620,291 1,337,958 29.0

普通建設事業費 5,955,249 17.4 4,576,472 1,378,777 30.1

災害復旧事業費 3,000 0.0 43,819 △ 40,819 △ 93.2

失業対策事業費 0 0.0 0 0 －

2,822,451 8.2 2,922,548 △ 100,097 △ 3.4

投資及び出資金 1,000 0.0 0 1,000 －

積立金 806,582 2.4 757,073 49,509 6.5

貸付金 20,640 0.1 22,220 △ 1,580 △ 7.1

繰出金 1,794,229 5.2 1,843,255 △ 49,026 △ 2.7

予備費 200,000 0.6 300,000 △ 100,000 △ 33.3

34,286,000 100.0 32,356,000 1,930,000 6.0

区         分

議会費

総務費

民生費

衛生費

労働費

農林水産業費

商工費

土木費

消防費

教育費

災害復旧費

公債費

諸支出金

予備費

合　　　　　計

【性質別】

区         分

義務的経費

消費的経費

投資的経費

その他

合　　　　計
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【単位：千円】

安全・安心で魅力的な地域づくり

01 138,990千円 （総合政策課）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

34,498 0 0 104,492 

02 5,806千円 （高齢者支援課）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

2,222 0 0 3,584 

03 9,683千円 （高齢者支援課）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

3,631 0 2,614 3,438 

04 87,000千円 （建設課）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 87,000 0 0 

05 54,594千円 （消防総務課）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 41,600 10,747 2,247 

06 100,388千円 （危機管理課）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 100,388 

令和５年度当初予算　主要事業    

デジタル地域通貨「まにこいん」普及促進事業

・デジタル地域通貨「まにこいん」の本格稼働に合わせたポイント還元キャンペーンの実施

・まにこいんアプリを様々なサービスや機能と連携させ、高度活用を図るための調査及び実証

まにわ権利擁護ステーション事業

・判断能力が十分でない認知機能が低下した人や障がいのある人等が、尊厳のある自分らしい生活が送

　れるよう、「まにわ権利擁護ステーション」を設置し、相談支援、受任調整、後見人の育成等を実施

ささえあいデイサービス事業（集いの場）

・介護予防と交流を目的とした体操を行う住民主体の「集いの場」の開催を促進するため、活動に要す

　る運営費等を補助（介護保険特別会計）

落合垂水地区樋門改修事業

・落合垂水地内の河川から備中川への排水口にオートゲートを設置

蒜山分署庁舎整備事業

・老朽化した蒜山分署庁舎を市北部の地域防災の拠点として整備し、消防体制の充実強化を図る

・建設予定地のボーリング調査、平面測量及び基本、実施設計を実施

消防団員報酬の拡充

・消防団員の年額報酬の引き上げ及び災害時出動報酬を新設
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力強い循環型の地域経済づくり

07 41,332千円 （産業政策課）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

41,332 0 0 0 

08 9,544千円 （産業政策課）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

4,567 0 0 4,977 

09 14,100千円 （農業振興課）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 14,100 

10 1,000千円 （農業振興課）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 1,000 

11 121,893千円 （農業振興課）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

49,278 0 4,200 68,415 

まにわスタイル観光飛躍事業

・アフターコロナの観光客増やインバウンドの回復を目的とした観光誘客事業を実施

・空港直通バス運行実証やデジタルサイネージを活用した新たな観光案内の仕組みづくりなど、点在

　する市内各地域の観光資源をつなげ、周遊性を高める“まにわスタイル観光”を推進

蒜山サテライトオフィス利用促進事業

・令和5年5月オープン予定のシェアオフィス「蒜山ひととき」のオープニングイベントを開催

・モニターツアー等イベント実施による利用企業誘致を図り、オープンイノベーション拠点化を促進

飼料作物･新規需要米等自給循環緊急拡大事業

・飼料価格高騰緊急対策として、自給粗飼料の生産拡大、市内循環を推進

・飼料作物、新規需要米、加工用米を1ha以上作付する農家に10aあたり3,000円を交付

魅力ある畜産担い手共創事業

・酪農業専門の教育機関である中国四国酪農大学校に対する出資

・連携強化により、地域酪農業の担い手育成やたい肥を活用した資源循環型農業を協働推進

有害鳥獣対策事業

・イノシシ、サル、シカなどの有害鳥獣被害に対し、4つの対策を柱として事業を推進

　①駆除により個体数を減らす抜本的な解決策としての「攻め」の対策

　②一団の農地や集落全体を電気柵やワイヤーメッシュ等で囲む「守り」の対策

　③傷害保険や狩猟者登録、狩猟免許取得に必要な経費を補助する「ソフト」対策

　④ジビエカー活用により、高校でのジビエ教育、真庭産ジビエの普及を促進する「活かす」対策
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12 27,500千円 （林業・バイオマス産業課）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 27,500 0 

13 39,152千円 （林業・バイオマス産業課）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 39,152 0 

持続可能な真庭の環境づくり

14 2,329,241千円 （環境課、農業振興課）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

233,140 1,971,100 80,933 44,068 

15 498,518千円 （総務課ほか）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

362,432 51,100 84,737 249 

16 70,000千円 （林業・バイオマス産業課）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

70,000 0 0 0 

17 29,737千円 （環境課、財産活用課）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 13,000 2,364 14,373 

森林・林業ｄＸ推進事業

・森林環境譲与税を活用し、市内森林資源データの収集、解析、蓄積を実施

・蓄積データの活用により、森林集約、流動化やカーボンクレジットの創出を目指す

真庭産木材需要拡大事業

・CLTを含む真庭産木材を利用した新築木造住宅に対し補助金を交付

・真庭産木材を使用したリノベーションやウッドデッキ、倉庫の新設等を支援

生ごみ等資源化施設を核とした資源循環事業

・生ごみ、し尿等を肥料として資源化し、ごみの減量化を目指す資源化施設の建設工事

・散布効率向上による農業者の負担軽減につなげるため、バイオ液肥濃縮施設の建設工事

公共施設ＬＥＤ化事業

・公共施設における脱炭素推進のため、振興局（蒜山・北房・落合・美甘・勝山）、スポーツ・文化施

　設、病院、学校施設のLED化の設計及び改修工事

太陽光発電設備設置事業

・脱炭素の推進と災害時のレジリエンス強化を目的に、公共施設4施設へ太陽光発電設備を設置

・「地域脱炭素移行・再エネ推進交付金」を活用し、PPA事業により設備導入

ＥＶまにわ構想事業

・ゼロカーボンシティまにわ実現のため、市内公共施設等に電気自動車の普通充電器を設置するほか、

　市役所本庁舎においてEVカーシェアリングの実証事業を実施

・公用車をEV等次世代自動車化（軽EV 5台、HV 1台、PHEV 1台、1人ミニカー 2台）
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18 16,952千円 （くらし安全課）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 16,952 

19 5,677千円 （くらし安全課）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,000 0 0 4,677 

20 16,416千円 （建設課）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 16,400 0 16 

夢ある子育て「ひと」づくりと豊かな文化づくり

21 188,473千円 （市民課）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

20,391 151,000 0 17,082 

22 1,976千円 （子育て支援課）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 1,976 

23 23,659千円 （健康推進課）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

19,715 0 0 3,944 

地域内乗合交通維持確保支援事業

・勝山、久世、落合の中心市街地における移動の利便性向上のため、民間事業者主体によるAIを活用

　した地域内乗合交通システムを構築

ＪＲ利用促進事業

・市民の生活の足であるJR姫新線を維持存続していくため、利用促進のためのイベントを開催

・JR姫新線を活用したイベントの主催者に対し、費用の一部を補助（対象経費の1/2、上限10万円）

道路環境整備事業

・市民による道路愛護活動を報奨金交付により推進し、地域での「しごと」として小さな稼ぎを創出

・除草作業をする市道延長10ｍごとに200円を交付（年度2回を上限）

こども医療費給付事業

・子育て世帯の経済的支援を目的に、こどもの医療保険にかかる医療費無償化を高校生世代まで拡大

園児のおむつスッキリ事業

・保護者の負担を軽減し、衛生的に紙おむつを処分するため、全ての公立こども園、保育園に保管用の

　ボックスを設置

出産・子育て応援はぐくみ給付金事業

・安心して出産、子育てができる環境を整備するため、妊娠届出時に5万円、出生時にこども1人あた

　り5万円の経済的支援と、伴走型相談支援を実施
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24 1,023千円 （福祉課）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

766 0 0 257 

25 13,150千円 （健康推進課）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

9,374 0 0 3,776 

26 304,866千円 （子育て支援課）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

257,159 45,300 0 2,407 

27 25,776千円 （学校給食推進室ほか）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 25,776 

28 42,514千円 （教育総務課）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

9,000 0 33,514 0 

29 35,524千円 （教育総務課）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 35,500 0 24 

医療的ケア児訪問看護レスパイト事業

・在宅で医療的ケア児の看護や介護を行う家族の負担軽減を図るため、医療保険の適用を超える訪問看

　護利用料の一部を助成

妊産婦ケア事業

・産後ケアや子育て支援サポーター派遣の利用上限拡大や利用者負担を軽減し、妊娠から子育て期に

　おいて切れ目のない支援を実施

・出産、子育て準備教室「パパママクラス」を新設するなど、伴走型相談支援体制の充実を図る

認定こども園等整備補助事業

・子どもを安心して育てられる環境を整備するため、認定こども園等の整備に対し、補助金を交付

給食材料費高騰に伴う緊急対策事業

・小中学校、公立認定こども園等の食材費高騰分を市が負担することにより、安定的に給食を提供

・私立園、認可外保育施設についても食材費高騰分を支援

教育魅力化推進事業

・郷育魅力化コーディネーターを設置し、高校支援を含む教育魅力化施策を全体的にサポートし、伴走

　支援体制を構築

・真庭高校にマイスターハイスクールCEOを派遣し、魅力的なカリキュラムを編成

学習交流センター整備事業

・通学困難な高校生の生活環境を整備するとともに、広く人づくり、地域づくりを進める拠点として交

　流、研修、寄宿舎的機能を有する施設を整備するための設計測量等を実施
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30 22,955千円 （都市住宅課）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 11,500 11,455 

31 5,898千円 （学校教育課、スポーツ・文化振興課）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

2,517 0 2,645 736 

32 2,281千円 （生涯学習課）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,141 0 0 1,140 

行政・地域経営の推進（ｄＸ）

33 10,472千円 （子育て支援課）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

3,000 0 7,472 0 

34 7,000千円 （総務課）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 7,000 

35 311,797千円 （財産活用課ほか）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 239,800 43,077 28,920 

　コストを低減

安心して遊べる場の整備促進事業

・地域住民と共に、地域の空き地（民有地）などを市民のニーズに合った公園などへ有効活用、再整備

　するとともに、河川広場などの公有地や公有施設も整備

部活動の地域連携・移行推進事業

・将来にわたり中学生がスポーツ・文化活動に親しむ機会を確保するため、コーディネーターを配置し、

　中学生の休日のスポーツ・文化活動の受け皿となる地域の受入体制を検討

文化財デジタルコンテンツ創出事業

・津山高専等と連携し、CGキャラクター「大宮あをい」を活用した大宮踊や蒜山高原のPR動画を制作

・岡山大学と連携し、近世史料をデータ化し、インターネット公開

幼児教育ＩＣＴ化推進事業

・認定こども園等において、園からのお知らせなどを専用アプリを通じて配信し、保護者と円滑にコミ

　ュニケーションを図るとともに、園児の登降園管理等をICT化し、保育士等の負担を軽減

・令和4年度に2園導入済み、令和5年度は5園導入予定

文書管理・電子決裁システム導入事業

・公文書の作成、処理、保管、保存、廃棄までを一体的に実施できるシステムを導入

老朽化施設の除却事業

・老朽化し、当初の設置目的を果たした公共施設について、速やかに除却することで公共施設の保有
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令和５年度当初予算 一般会計債務負担行為説明

（単位：千円）

事項 期間 限度額

岡山県信用保証協会に

対する損失補償

令和 5年度～

令和 14 年度

岡山県信用保証協会が真庭市商工業融

資制度に基づき中小企業者に対して保

証した融資に係る代位弁済額のうち、

株式会社日本政策金融公庫から補てん

される額を差し引いた額の 2分の 1

(中小企業庁が定める責任共有制度要

綱における負担金方式を選択した金融

機関が行った責任共有制度対象融資に

あっては、5分の 4を乗じた金額の 2

分の 1)以内の額

【債務負担行為設定の理由】

真庭市商工業融資制度規程に基づき債務の保証に係る損失補償を行うにあた

り、事業実施期間が複数年にわたる契約を締結するため。

事項 期間 限度額

ひるぜんベアバレースキー場改修事業
令和 5年度～

令和 6年度
50,820

【債務負担行為設定の理由】

ベアバレースキー場第 1ペアリフトの改修にあたり、事業実施期間が複数年に

わたる契約を締結するため。
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　（歳入）
　・地方消費税交付金（社会保障財源化分） 590,100 千円

　（歳出）
　・社会保障施策に要する経費 7,949,425 千円

【社会保障施策に要する経費】 (単位：千円)

国　 県
支出金

市債 その他
社会保障財源化
分の地方消費税
交　　　付　　　金

その他

障 害 者 福 祉 事 業 1,382,736 955,850 18,161 54,095 354,630

高 齢 者 福 祉 事 業 228,127 8,885 31,090 24,902 163,250

児 童 福 祉 事 業 3,224,379 1,129,001 250,800 115,677 228,820 1,500,081

生 活 保 護 事 業 434,685 329,236 2,000 13,691 89,758

小 計 5,269,927 2,422,972 250,800 166,928 321,508 2,107,719

国 民 健 康 保 険 事 業 330,732 185,548 19,215 125,969

介 護 保 険 事 業 848,669 45,337 106,321 697,011

小 計 1,179,401 230,885 125,536 822,980

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 950,122 154,668 105,278 690,176

保 健 衛 生 事 業 162,020 30,288 17,867 15,070 98,795

予 防 事 業 352,502 208,560 1,397 18,866 123,679

健 康 増 進 事 業 35,453 2,054 4,368 3,842 25,189

小 計 1,500,097 395,570 23,632 143,056 937,839

7,949,425 3,049,427 250,800 190,560 590,100 3,868,538

地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障施策に要する経費
（令和５年度予算）

財 源 内 訳

特 定 財 源 一 般 財 源

合 計

事 業 名 経 費

社

会

福

祉

社

会

保

険

保

健

衛

生
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